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１．物流の生産性向上及びトラックドライバーの長時間労働改善の意義 50 
１－１．トラックドライバーを取り巻く環境 51 
 物流は、国民の生活や経済活動に欠かせない重要な社会インフラである。近年は自然災害52 
やコロナ禍の中にあっても物流はエッセンシャルサービスとしての役割を維持し続け、そ53 
の重要性が世間に再認識された。 54 
 一方で、物流を支えるトラックドライバーの担い手不足は近年深刻化している。担い手不55 
足の背景には、ドライバーの過酷な労働条件が関係している。令和 2 年におけるトラックド56 
ライバーの労働時間は、全産業平均と比べ 2割長い一方、賃金は全産業平均より 1～2 割低57 
い。トラックドライバーの有効求人倍率は近年約 2 倍で推移しており、年齢構成比は全産業58 
平均と比べ若年層と高齢層の割合が低く、中年層の割合が高い。こうした実態により、この59 
ままではモノを運びたくても運べない、いわゆる物流クライシスが危惧されるところであ60 
る。 61 
 さらに 2024 年 4月からは、働き方改革関連法によるドライバーの罰則付き時間外労働規62 
制の適用も控えており、今後、将来に渡って物流を維持していくためには、トラックドライ63 
バーの長時間労働を改善していくとともに物流全体の生産性を向上させていくことが求め64 
られる。 65 
 66 
「図 1 トラック運送事業の働き方をめぐる現状（出典：厚生労働省「賃金構造基本統計調査」ほか）」 67 
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１－２．長時間労働の要因 70 
 トラックドライバーの長時間労働の要因のひとつに、発着荷主の積卸し場所での長時間71 
の荷待ち時間・荷役時間がある。 72 
令和 2年度に国土交通省がトラックドライバーを対象に行った調査では、1運行当たり約73 

30 分の荷待ち時間と約 1時間 30 分の荷役時間がそれぞれ発生しており、トラックドライバ74 
ーの労働時間の削減に向けては、荷主企業と運送事業者が一体となって、この荷待ち時間・75 
荷役時間の改善に取り組む必要がある。 76 
特に荷役作業における手積み手降ろし等の手荷役は、長時間労働の要因となっていると77 

ともに、重労働であることからドライバーの大きな負担となっている。そのため、長時間労78 
働の改善に向けては、この「手荷役の改善」を優先的に取組むべきであり、その有効な方策79 
がフォークリフトを使った荷役の機械化である。荷役の機械化は荷役時間の短縮のみなら80 
ず、重労働の解消によって、女性や若年層、高齢層の活用の場も広がることとなる。 81 
 82 

「図 2 R3 年 3 月トラック輸送状況の実態調査結果」 83 

 84 
  85 
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１－３．パレタイズの必要性と Design for Logistics の重要性 86 
 フォークリフトを使った荷役作業の機械化が、トラックドライバーの長時間労働の改善87 
に有効な手段であることは前述のとおりであるが、機械化を進めるにあたり前提となるの88 
が荷物のパレット化、いわゆるパレタイズである。 89 
パレタイズは単にトラックドライバーの長時間労働の改善のみならず、発荷主から着荷90 

主まで一貫したパレチゼーションによって積替え作業が不要になるなど、サプライチェー91 
ン全体の生産性の向上を図ることができるメリットがある。この他、パレタイズという下地92 
があれば、他社との共同輸配送や他商品との混載、同業他社とのパレットの共同利用など更93 
なる生産性の向上に繋がることも期待できる。 94 
一方でパレタイズを導入する企業の側に立ってみれば、設備投資等のコストやバラ積み95 

に比べて積載率が低下するといった課題もある。 96 
ここで重要となるのが、Design for Logistics（以降「DFL」）の考え方である。DFL とは97 

物流の生産性向上を目的として製品の設計等を行うことを指し、パレットへの積み付け効98 
率を考慮した製品・外装サイズの見直しを行い最適化することで、パレタイズによる積載率99 
の低下を最大限抑制することが可能となる。 100 
  101 
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１－４．紙加工品（衛生用品分野）の物流における現状と課題 102 
 紙加工品分野の中でも衛生用品分野1は、重量が軽いいわゆる容積勝ちの品目であること103 
から、手荷役によるバラ積みが多く、早急に荷役時間の改善が求められる分野である。 104 
 令和 2 年度の「トラック輸送における取引環境・労働時間改善栃木県地方協議会」が実施105 
した紙おむつ・生理用品を対象とするパレタイズの実証実験では、荷主工場における積込時106 
間が最大 90 分削減できた一方、積載率は約 30％低下するといった結果が得られた。今後、107 
この分野においてパレタイズを推進していくためには、積載率の低下をいかに抑えるかが108 
課題として浮き彫りになった。 109 
 本アクションプランは、この分野における物流の生産性向上の第一段階として、主にメー110 
カー・卸売事業者間の物流における手荷役の解消に向け、構成員が今後取り組む内容を取り111 
まとめたものである。 112 
なお、今後、物流の更なる生産性向上を図るためには、小売事業者も含めたサプライチェ113 

ーン全体としての取組みの検討も必要である。 114 
 115 
「図 3 令和 2年度「トラック輸送における取引環境・労働時間改善栃木県地方協議会」実証実験結果」 116 

 117 
  118 

                                                      
1本アクションプランにおいては「紙おむつ」「生理用品」を対象としている 
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２．紙加工品（衛生用品分野）における物流の生産性向上及びトラックドライバーの長時間119 
労働改善に向けたアクションプラン 120 

２－１．民間の取組 121 
（１）パレットサイズの標準化 122 
  複数のパレットサイズを活用することは、トラックへの積み付けパターンが増えるこ123 
とによる荷役作業の煩雑化や自動倉庫への保管のためのパレット積み替え負担の増加、124 
保管倉庫におけるパレットサイズ単位の荷物の保管スペースの確保等の課題がある。こ125 
のためパレットサイズを標準化することによって、サプライチェーン全体の生産性の向126 
上を図る。 127 
パレットサイズについては、T11 型パレットが国際規格(ISO)や国内規格（JIS）に準じ128 

ているとともに、現在加工食品業界等や自動倉庫において主流サイズとなっていること129 
等を踏まえ、紙加工品(衛生用品分野)においては、T11 型(1,100mm×1,100mm)とする。 130 
さらに、2024 年のトラックドライバーの罰則付き時間外労働規制の適用に対応するた131 

め、荷量の多い品目（SKU）については、2023 年度までのパレタイズを目指し、その他の132 
品目についても順次パレタイズを実施していく。 133 

 134 
（２）DFL を踏まえた外装サイズの最適化 135 
  外装サイズは各メーカーの商品サイズ等をベースに設計されているが、販売促進の観136 
点だけではなく、DFL の観点から T11 型パレットへの積み付け時における積載効率を考慮137 
した外装サイズ2に見直し、最適化を進める。 138 

  外装サイズの最適化は、製造ラインの変更等によって多くの時間や投資が必要となる139 
場合があることから、経営層を含めた社内関係者の合意形成が必要になる。このため、経140 
営層を含めた社内関係者への理解を得る上では、パレタイズ及び外装サイズ最適化の必141 
要性を、ドライバーの労働時間削減のためという物流部門からの視点のみならず、安定的142 
な商品供給は各社の自社利益（事業維持）にも繋がり得ることや、CO2 削減など社会課題143 
の解決という観点からもアプローチすることが必要である。 144 

「図 4 外装サイズの見直しに向けた社内の取組のステップ（例）」 145 

 146 
                                                      147 
2本アクションプランにおいては外装サイズとは、商品荷姿である段ボールサイズのことを指す。 
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２－２．行政の取組 148 
（１）物流総合効率化法の枠組みに基づく支援 149 
  物流の効率化を目的とした複数事業者連携による取組に関して、物流総合効率化法の150 
枠組みに基づき、申請の内容に応じて支援を検討する。 151 

 152 
（２）複数事業者間の連携により物流の生産性向上へ寄与する取組への表彰 153 

物流の生産性向上等持続可能な物流体系の構築等に関し、各企業が意欲的に取り組め154 
るよう、顕著な功績があった取組に対しては、グリーン物流パートナーシップ会議におい155 
て、その功績の表彰を行う。また、令和３年度には、総合物流施策大綱（令和 3年 6月 15156 
日閣議決定）の柱である「労働力不足対策の推進と物流構造改革の推進」に則した取組を157 
行った事業者を表彰する「物流構造改革表彰」等を新設し、物流の生産性向上等をより一158 
層推進する。 159 

 160 
（３）取組内容の周知 PR 161 

物流の生産性向上やトラックドライバーの労働時間改善に資する取組について、各種162 
セミナーや講演会、広報等を通じて、その取組内容や効果等を発信することで、事業者の163 
物流の生産性向上に対する意識の向上及びさらなる取組の促進及び消費者の理解促進を164 
図る。  165 
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２－３．工程表 166 
 167 
 2022 年度 2023 年度 2024 年度 2025 年度～ 

 

T11 型パレッ

トによるパレ

タイズの導入 

 

    

 

 

DFL の促進 

 

 

    

 

 

推進体制 

 

 

    

  168 

DFL を踏まえた外装サイズの見直し 

荷量の多い品目(SKU) 
のパレタイズの検討・導入 

その他の品目(SKU) 
のパレタイズの検討・導入 

行政の旗振り・構成員の参画によるフォローアップ・検討体制 
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３．付属 206 
３－１．T11 型パレットの活用を前提とした外装サイズの例 207 
 208 

 209 
 210 

 211 
212 
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３－２．先進的な取組み 215 
輸送コスト削減にため、輸送コストの増減要因を体系的に整理した事例 216 
 217 
実施者 218 
Ａ社：おむつや生理用品などの衛生用品に加え、多くの製品を扱う大手消費財メーカー 219 
  220 

取組の背景 221 
季節や月によって大きく変動する輸送コストを見直すためには、輸送コストの変動要因222 

を明確化するとともに経営層へ認識してもらうことが必要との考えから取組を実施した。 223 
 224 
取組概要 225 
輸送コストを、「平均輸送単価 (輸送費÷輸送数量) 」ではなく 「複合コスト」と定義226 

し、その増減要因の分析に加え、要因ごとの担当部門を明確化した。 227 
 228 

 229 
    230 
効果 231 
輸送コストの変動要因ごとの対応責任部門を明確化するだけでなく、輸送コスト削減の232 

効果額も算出することで、改善が定着した。  233 
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キャリー活用を活用した一貫ユニットロード 234 
 235 
実施者 236 
Ｂ社：おむつや生理用品などの衛生用品に加え、多くの製品を扱う大手消費財メーカー 237 
Ｃ社：化粧品・日用品、一般用医薬品などを扱う大手卸売事業者 238 
Ｄ社：東北エリアを基盤とするドラッグストア 239 

 240 
取組の背景 241 
メーカーから小売までの物流過程において、パレット積み替え作業が 4 回も発生してお242 

り、サプライチェーン全体の課題となっていた。 243 

   244 

 245 
取組概要 246 
キャリーを活用し、メーカーから小売まで積み替えなしの一気通貫のユニットロードを247 

実施。 248 

  249 
 250 
効果 251 

 Ｂ社のバース回転率の向上 252 
 積み替え作業の削減によりＣ社での作業時間約 80％ 短縮 253 
 積み替え作業の削減によりＤ社でも作業時間が約 75％短縮 254 

  255 
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３－３．研究会における実証実験の結果 256 

 257 


